
この手引きでは、税込経理方式による経理処理をされている方が

消費税及び地方消費税の確定申告書（一般課税用）を作成する場

合の操作手順を説明します。 

※ 画面イメージは、実際のホームページ等の画面と異なる場合

があります。
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1.1 作成開始 

 

 

  ① 「作成開始」ボタンをクリックすると、「一般課税・簡易課税の条件判定等」画面（Ｐ

３参照）へ進みます。 

  ② 決算書等データを利用して、消費税及び地方消費税の確定申告書を作成される方の利

用方法を調べる場合は、「決算書等データの引継ぎ」をクリックします。 
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1.2 一般課税・簡易課税の条件判定等 

 

① 税務署への提出方法を「e-Tax で提出する」を選択した場合に表示されます。 

チェックを付けることで税務署への提出方法を変更できます。 

② 基準期間（平成 28年 1月 1 日から平成 28年 12 月 31 日まで）の課税売上高を入力し 

ます。 

  ③ 「簡易課税制度を選択していますか。」は、「いいえ」を選択します。 

  ④ 「経理方式」で「税込経理」を選択します（税抜経理の場合は、「税抜経理」を選択し

ます。）。 

  ⑤ 特別な売上計上基準の適用がある場合、このボタンをクリックします（「特別な売上計  

     上基準」画面（Ｐ４参照）が開きます。）。  

  ⑥ 「入力終了（次へ）＞」ボタンをクリックすると、「所得区分の選択」画面（Ｐ５参照）  

     へ進みます。 
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1.3 特別な売上計上基準 

  「特別な売上計上基準適用あり」ボタンをクリックすると、次の画面が開きます。 

特別な売上計上基準を適用している場合は、該当する売上計上基準を選択します。 

 

  ① 該当する売上計上基準を選択してください。 

  ② 「入力終了（次へ）＞」ボタンをクリックすると、「一般課税・簡易課税の条件判定等」 

    画面へ戻ります。 

 

  （参考）選択された売上計上基準は申告書の付記事項に丸印が表示されます。 
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1.4 所得区分の選択  

  該当する所得について選択します。 

 

① 該当する全ての所得区分を選択します。 

   ※１ プルダウンにて「雑所得（原稿料等）」又は「山林所得」を選択してください。 

      両方の所得を有する場合には、作成コーナーをご利用できません。 

   ※２ 「業務用固定資産等の譲渡所得がある」又は「業務用固定資産等の購入がある」    

      を選択する場合は、「事業所得（営業等）がある」、「事業所得（農業）がある」、 

      「不動産所得がある」、「雑（山林）所得がある」の中から一つ以上選択する必  

      要があります。 

  ② 「入力終了（次へ）＞」ボタンをクリックすると、「所得区分ごとの売上（収入）金額

等の入力」画面（Ｐ６参照）へ進みます。 
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1.5 所得区分ごとの売上（収入）金額等の入力 

  「所得区分の選択」画面（Ｐ５参照）で選択した所得区分の、売上（収入）金額等の入力

を行います。 

 

 

① 所得区分ごとの「売上額等を入力する」ボタンをクリックすると、該当の所得区分の

売上（収入）金額等を入力する画面（Ｐ７参照）が開きます。 

 ※ 売上額等の入力が終わった所得区分は、「売上額等を入力する」ボタンが「訂正する」

ボタン及び「削除する」ボタンになります。 

 

② 全ての所得区分の売上（収入）金額等の入力が完了したら、「入力終了（次へ）＞」ボ

タンをクリックし、「所得区分ごとの決算額等の入力」画面（Ｐ９参照）へ進みます。 
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1.6 売上（収入）金額等の入力 

「所得区分ごとの売上（収入）金額等の入力」画面（Ｐ６参照）で選択した所得区分の売

上（収入）金額等を入力します。 

なお、税抜経理方式を選択した場合、仮受消費税等及び仮払消費税等を入力する必要があ

ります。 

 

① 売上（収入）金額・免税取引・非課税取引等の金額を入力してください。 

「売上（収入）金額（雑収入を含む）」欄は入力必須項目となっているため、金額が 0

円の場合、「0」と入力してください。 

② 「売上対価の返還等あり」ボタンをクリックすると、「売上げに係る対価の返還等の金

額の入力」画面（Ｐ８参照）が開きます。 

③ 「入力終了（次へ）＞」ボタンをクリックすると、「所得区分ごとの売上（収入）金額

等の入力」画面（Ｐ６参照）へ戻ります。 
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1.7 売上げに係る対価の返還等の金額の入力 

   「売上対価の返還等あり」ボタン（Ｐ７参照）をクリックすると、次の画面が開きます。 

売上げに係る対価の返還等の金額を収入金額から直接減額していない方は、売上げに係 

る対価の返還等の金額を入力します。 

 

① 売上げに係る対価の返還等の金額を入力してください。 

   ※ 不動産所得には「非課税資産の輸出等」入力欄がありません。 

  ② 「入力終了（次へ）＞」ボタンをクリックすると、「売上（収入）金額等の入力」画面 

（Ｐ７参照）へ戻ります。 
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1.8 所得区分ごとの決算額等の入力 

  「所得区分の選択」画面（Ｐ５参照）で選択した所得区分の決算額等の入力を行います。 

なお、決算額等の金額がない所得区分については、入力の必要はありません。 

 

① 所得区分ごとの「決算額等を入力する」ボタンをクリックすると、該当の所得区分の

決算額等を入力する画面が開きます。仕入金額などの科目ごとの決算額が分かる書類

（青色申告決算書、収支内訳書など）を参考に、選択した所得区分の決算額等を入力

してください（Ｐ10 以降の手順を参照）。 

 ※ 決算額等の入力が終わった所得区分は、「決算額等を入力する」ボタンが「訂正する」

ボタン及び「削除する」ボタンになります。 

 

② 必要な所得区分の決算額等の入力が完了したら、「入力終了（次へ）＞」ボタンをクリ

ックし、入力データに応じて以下の画面に進みます。 

   ・ 「控除対象仕入税額の計算方式の確認」画面（課税売上高が５億円超の場合、又は

課税売上割合が 95％未満の場合）（Ｐ15参照） 

   ・ 「中間納付税額等の入力」画面（上記以外の場合）（Ｐ19参照） 
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1.8.1 決算額等の入力 

1.8.1.1 決算額等の入力（１／２） 

「所得区分ごとの決算額等の入力」画面（Ｐ９参照）でクリックした所得区分の決算額等

を入力します。 

 
 

 

 

 
 

 

 

 

① 決算額（税込）等について該当する項目を入力してください。 

② 「入力終了（次へ）＞」ボタンをクリックすると、「決算額等の入力（２／２）」画面

（Ｐ11 参照）へ進みます。 
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1.8.1.2 決算額等の入力（２／２） 

  「決算額等の入力（１／２）」画面（Ｐ10 参照）に引き続き、決算額等を入力します。 

 

① 「仕入れ対価の返還等・貸倒れあり」ボタンをクリックすると、「仕入れに係る対価の  

    返還等・貸倒れの金額の入力」画面（Ｐ14 参照）が開きます。 

② 棚卸高の調整や保税地域からの引き取り貨物に係る消費税額のある方は入力してくだ

さい。 

③ 「入力終了（次へ）＞」ボタンをクリックすると、「所得区分ごとの決算額等の入力」

画面（Ｐ９参照）へ戻ります。 
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1.8.2 決算額等の入力（業務用固定資産等の購入） 

1.8.2.1 決算額等の入力（業務用固定資産等の購入） 

  「所得区分ごとの決算額等の入力」画面（Ｐ９参照）で業務用固定資産等の購入の「決算

額等を入力する」ボタンをクリックした場合に表示される画面です。業務用固定資産等の

購入の決算額等を入力します。 

 

① 業務用固定資産等の取得価額（税込）等について、該当する項目を選択・入力してく

ださい。 

  ② 各項番の「コピー」ボタンをクリックすると、「所得区分」「取得価額等」「うち課税取   

    引にならないもの」について、「コピー」ボタンをクリックした一つ前の項番の入力内

容を反映することができます。また、「クリア」ボタンをクリックすると、クリックし

た項番の「所得区分」「取得価額等」「うち課税取引にならないもの」の入力内容を削

除することができます。  

  ③ 業務用固定資産等が 10 件を超える場合は、「次ページへ」ボタンをクリックすると次 

    のページへ進み、新たに 10件を入力することができます。既に入力した業務用固定資  

    産等を確認・修正したい場合は「前ページへ」ボタンをクリックすると前のページへ 

戻り、入力済みの 10 件を表示します。         （次ページへ続きます。） 
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  ④ 「仕入対価の返還等あり」ボタンをクリックすると、下の「仕入れに係る対価の返還 

等・貸倒れの金額の入力」画面が開きます。 

 

※ 「入力終了（次へ）＞」ボタンをクリックすると、「決算額等の入力」画面へ戻ります。 

 

⑤ 「入力終了（次へ）＞」ボタンをクリックすると、「所得区分ごとの決算額等の入力」

画面（Ｐ９参照）へ戻ります。 
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1.9 仕入れに係る対価の返還等・貸倒れの金額の入力 

  所得区分ごとの「決算額等の入力（２／２）」画面で「仕入れ対価の返還等・貸倒れあり」

ボタンをクリックすると次の画面が所得区分ごとに開きます。 

  仕入れに係る対価の返還等の金額を直接減額していない方、貸倒れとなった金額がある方  

   及び貸倒れ処理を行った貸倒金を回収した金額のある方は、仕入れに係る対価の返還等・ 

貸倒れの金額を入力します。 

 

 

 

  ① 仕入れに係る対価の返還等・貸倒れの金額を入力してください。 

  ② 「入力終了（次へ）＞」ボタンをクリックすると、「所得区分ごとの決算額等の入力（２

／２）」画面へ戻ります。 
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1.10 控除対象仕入税額の計算方式の確認 

  控除対象仕入税額の計算方式を確認します。この画面は課税売上高が５億円超の場合、又

は課税売上割合が 95％未満となった場合に「所得区分ごとの決算額等の入力」画面（Ｐ９

参照）から進みます。 

  なお、課税売上高及び課税売上割合は、入力された金額から自動的に計算されます。 

 

 

  ① 「はい」ボタンをクリックすると、自動的に一括比例配分方式を選択して、「中間納付 

     税額等の入力」画面（Ｐ19参照）へ進みます。「いいえ」ボタンをクリックすると、「所

得区分ごとの課税仕入れの内訳金額の入力」画面（Ｐ16 参照）へ進みます。 

 

 

 

  （参考） 

   課税売上割合の計算は、次の算式により計算されます。 

 

 

課税売上割合 ＝ 
課税期間の課税売上高（税抜き） 

課税期間の総売上高（税抜き） 
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1.11 所得区分ごとの課税仕入れの内訳金額の入力 

「決算額等の入力」画面（Ｐ10～Ｐ12 参照）で課税取引金額を入力した所得区分の課税仕

入れの内訳の入力を行います。 

  「課税仕入れの内訳」画面で入力された金額を基に控除対象仕入税額を計算します。 

 

 

① 入力したい所得区分の「課税仕入れの内訳を入力する」ボタンをクリックすると、所

得区分ごとの「課税仕入れの内訳金額の入力」画面が開きます。 

※ 課税仕入れの内訳の入力が終わった所得区分は、「課税仕入れの内訳を入力する」ボ

タンが「訂正する」ボタン及び「削除する」ボタンになります。 

 

また、決算額等の金額がない所得区分は、「課税仕入れがありません」と表示され、入 

力できません。 

② 必要な所得区分の課税仕入れの内訳の入力が完了したら、「入力終了（次へ）＞」ボタ

ンをクリックし、「仕入税額控除の控除方式の選択」画面（Ｐ18参照）に進みます。 
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1.11.1 課税仕入れの内訳金額の入力 

  所得区分ごとに課税仕入れの内訳を入力します。 

 

① 課税取引金額のうち「課税売上げと非課税売上げに共通して要するもの」及び「非課   

税売上げにのみ要するもの」を入力してください（「課税売上げにのみ要するもの」に

ついては、自動計算されます。）。 

② 「入力終了（次へ）＞」ボタンをクリックすると、「所得区分ごとの課税仕入れの内訳

金額の入力」画面（Ｐ16参照）に戻ります。 
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1.12 仕入税額控除の控除方式の選択 

計算方式ごとの控除対象仕入税額を計算して、どちらの計算方式で確定申告するかを選択

します。 

 

① 計算方式ごとの控除対象仕入税額が表示されます。 

② 控除対象仕入税額が大きい方を有利な方式として表示しています。 

③ 個別対応方式を選択して、「中間納付税額等の入力」画面（Ｐ19参照）へ進みます。 

④ 一括比例配分方式を選択して、「中間納付税額等の入力」画面（Ｐ19参照）へ進みま 

す。 
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1.13 中間納付税額等の入力 

中間納付税額及び中間納付譲渡割額を入力します。 

 

 

① 中間申告に係る納付税額等を入力してください。 

② 確定申告の内容が仕入控除税額に伴う還付の場合、「消費税の還付申告に関する明細書

の作成（１／４）」画面（Ｐ20参照）へ進みます。 

確定申告の内容が納税又は中間納付税額に伴う還付の場合、「計算結果の確認」画面（Ｐ

29 参照）へ進みます。 

 

※ 利用者識別番号から情報を検索し、中間納付税額等の情報を取得している場合は、金

額が表示されています。 



 

20 

1.14 消費税の還付申告に関する明細書の作成（１／４） 

仕入控除税額に伴う還付を受ける場合には、「消費税の還付申告に関する明細書」の提出が

必要となるため、明細書作成画面に自動で進みます。 

 

 

① 消費税の還付申告に関して、該当する項目について入力（選択）してください。 

  なお、「その他」を選択した場合は、下部の入力欄が入力可能になりますので、還付申

告となった主な理由を入力欄に入力してください。 

② 「入力終了（次へ）＞」ボタンをクリックすると、「消費税の還付申告に関する明細書

の作成（２／４）」画面（Ｐ21参照）に進みます。 
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1.15 消費税の還付申告に関する明細書の作成（２／４） 

「課税売上げ等に係る事項」として、「主な課税資産の譲渡等」及び「主な輸出取引等の明

細」を入力してください。 

 

① 主な課税資産の譲渡等に関する「入力」ボタンをクリックすると、「還付申告に関する

明細入力（主な課税資産の譲渡等）」画面（Ｐ22参照）が開きます。 

② 「訂正」ボタンをクリックすると、入力した明細の内容について、訂正することがで

きます。また、「削除」ボタンをクリックすると、入力した明細の内容を削除すること

ができます。 

③ 主な輸出取引等の明細に関する「入力」ボタンをクリックすると、「還付申告に関する

明細入力（主な輸出取引等の明細）」画面（Ｐ23参照）が開きます。 

④ 「入力終了（次へ）＞」ボタンをクリックすると、「消費税の還付申告に関する明細書

の作成（３／４）」画面（Ｐ25参照）に進みます。 
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1.16 還付申告に関する明細入力（主な課税資産の譲渡等） 

「主な課税資産の譲渡等」について、上位５番のうちの１件分を入力してください。 

 

 

① 主な課税資産の譲渡等に関する情報を入力（選択）してください。 

「譲渡年月日等」について、継続的な取引を行っている取引先の場合は「継続」を選

択してください。この場合、年月日を入力する必要はありません。 

② 「入力終了（次へ）＞」ボタンをクリックすると、「消費税の還付申告に関する明細書

の作成（２／４）」画面（Ｐ21参照）へ戻ります。 
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1.17 還付申告に関する明細入力（主な輸出取引等の明細） 

  「主な輸出取引等の明細」について、上位５番のうちの１件分を入力してください。 

 

 

① 主な輸出取引等の明細に関する情報を入力してください。 

② 「入力終了（次へ）＞」ボタンをクリックすると、「消費税の還付申告に関する明細書

の作成（２／４）」画面へ戻り、輸出取引等に利用する主な金融機関等の入力欄が表示

されます（Ｐ24 参照）。 
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1.18 消費税の還付申告に関する明細書の作成（２／４） 

  「主な輸出取引等の明細」を入力した場合、「輸出取引等に利用する主な金融機関・通関業

者」を入力する欄が表示されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 輸出取引等に利用する主な金融機関を選択します。選択した金融機関によって、入力

する項目が異なります。 

② 輸出取引等に利用する主な通関業者に関する情報を入力してください。 
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1.19 消費税の還付申告に関する明細書の作成（３／４） 

  「課税仕入れに係る事項」として、「主な棚卸資産・原材料等の取得」及び「主な固定資産

等の取得」について入力してください。 

 

① 主な棚卸資産・原材料等の取得に関する「入力」ボタンをクリックすると、「還付申告

に関する明細入力（主な棚卸資産・原材料等の取得）」画面（Ｐ26参照）が開きます。 

② 「訂正」ボタンをクリックすると、入力した明細の内容について、訂正することがで

きます。また、「削除」ボタンをクリックすると、入力した明細の内容を削除すること

ができます。 

③ 主な固定資産等の取得に関する「入力」ボタンをクリックすると、「還付申告に関する

明細入力（主な固定資産等の取得）」画面（Ｐ27参照）が開きます。 

④ 「入力終了（次へ）＞」ボタンをクリックすると、「消費税の還付申告に関する明細書

の作成（４／４）」画面（Ｐ28参照）に進みます。 
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1.20 還付申告に関する明細入力（主な棚卸資産・原材料等の取得） 

  「主な棚卸資産・原材料等の取得」について上位５番のうち、１件分を入力してくださ 

い。 

 

① 主な棚卸資産・原材料等の取得に関する情報を入力（選択）してください。 

    取得年月日等については、継続的な取引先の場合は「継続」を選択してください。 

② 「入力終了（次へ）＞」ボタンをクリックすると、「消費税の還付申告に関する明細書

の作成（３／４）」（Ｐ25参照）画面へ戻ります。 
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1.21 還付申告に関する明細入力（主な固定資産等の取得） 

  「主な固定資産等の取得」について、上位５番のうち１件分を入力してください。 

 

① 主な固定資産等の取得に関する情報を入力（選択）してください。 

② 「入力終了（次へ）＞」ボタンをクリックすると、「消費税の還付申告に関する明細書

の作成（３／４）」（Ｐ25参照）画面へ戻ります。 



 

28 

1.22 消費税の還付申告に関する明細書の作成（４／４） 

  「平成 30年中の特殊事情」として、顕著な増減事項等及びその理由を入力してください。 

 

  ① 「平成 30年中の特殊事情」として、顕著な増減事項等及びその理由を入力してくださ

い。 

  ② 「入力終了（次へ）＞」ボタンをクリックすると、「計算結果の確認」画面（Ｐ29 参

照）に進みます。 
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1.23 計算結果の確認 

  入力データを基に確定申告に必要な計算を行います。この計算結果が申告書に記載されま

す。 

 

 

① 計算結果を確認後、「次へ＞」ボタンをクリックすると、「納税地等（・還付金口座）

入力」画面（Ｐ30参照）へ進みます。 
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1.24 納税地等・還付金口座入力 

納税地等に関する情報を入力します。仕入控除税額などに伴う還付が発生している場合、

還付金口座等の入力欄が表示されます。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 還付金の受取方法を選択します。ラジオボタンを選択すると、入力項目が表示されま

す。 

② 納税地や氏名等について該当する項目に入力してください。 

※ 郵便番号の入力後、「郵便番号から住所入力」ボタンをクリックすると、郵便番号の

入力内容から検索した住所及び税務署情報（都道府県、税務署名）を画面上の対応

する入力項目へ自動的に表示することができます。 

③ 税務署への提出を「e-Tax で提出する」方は、「消費税の納税義務者でなくなった旨の

届出書作成選択」画面（Ｐ32 参照）又は「送信前の申告内容確認」画面へ進みます。 

    税務署への提出を「印刷して書面提出する」方は「消費税の納税義務者でなくなった

旨の届出書作成選択」画面（Ｐ32参照）又は「申告書等印刷」画面へ進みます。 

「送信前の申告内容確認」及び「申告書等印刷」画面以降の操作方法については、各

画面の案内をご参照ください。 
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※ 納付の場合は、納付の方法が表示されます。 

     なお、消費税及び地方消費税の合計納付税額が 30 万円を超える場合は、「コンビニ

QR 納付」欄は表示されません。 
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1.26 消費税の納税義務者でなくなった旨の届出書作成選択 

計算の結果、本年度の課税売上高が 1,000 万円以下となった場合は、翌々年の消費税の納

税義務が免除されますので、該当する場合に提出が必要となる「消費税の納税義務者でな

くなった旨の届出書」を作成することができます。 

 

     

 

① 「消費税の納税義務者でなくなった旨の届出書」を「作成する」又は「作成しない」

を選択してください。 

② ①において「作成する」を選択した場合は、「消費税の納税義務者でなくなった旨の 

届出書の作成」画面（Ｐ33 参照）へ進みます。 

①において「作成しない」を選択した場合は、「送信前の申告内容確認」又は「申告書

等印刷」画面に進みます。 

「送信前の申告内容確認」及び「申告書等印刷」画面以降の操作方法については、各

画面の案内をご参照ください。 
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1.27 消費税の納税義務者でなくなった旨の届出書の作成 

「消費税の納税義務者でなくなった旨の届出書」に関する情報を入力します。納税義務者

となった日等の入力欄が表示されます。 

 

   

 

① 「消費税の納税義務者でなくなった旨の届出書」について該当する項目に入力し、「申

告書等作成終了（次へ＞）」ボタンをクリックすると、「送信前の申告内容確認」又は

「申告書等印刷」画面に進みます。 

「送信前の申告内容確認」及び「申告書等印刷」画面以降の操作方法については、各

画面の案内をご参照ください。 

 

 

 

 


